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序章本研究の課題
本研究の問いは、森林管理行動が適切に行われるために、それに関与する主体がもっ社会関係がいか
なるものかを明らかにすることである。森林は木材の生産、水源のj函養、野生生物の生息地の提供など、
さまざまな機能を発揮し、人間に便益をもたらす。人聞が森林から便益を得ょうとするとき、さまざま
な主体が関与して森林に対してさまざまな働きかけを行う。本研究では、森林に対して直接的に働きか
けることを森林管理行動と呼ぶ。上述の問いを研究対象に即して具体的に述べれば、 1 つは、私有林管
理における主要な意思決定者である森林所有者と林業事業体との間のいかなる社会関係が、適切な私有
林管理のために必要なのか、もう 1 つは、共有林管理にとって利益的な部外者管理を実現するために有
効なのはいかなる社会関係か、という問いである。本研究は主に社会学における社会関係論に依拠しつ
つ、これらの問いの解明を試みる。
ここで、どのような森林管理行動が適切かという点を明示しておきたい。本研究の背景にある日本の
森林管理問題を一言で言えば、山村地域の過疎化・高齢化と木材価格の低迷に起因して、多くの森林が
アンダーユースの状況にあり、その状況から派生したさまざまな問題といえる。アンダーユースの状況
では、森林をある程度積極的に利用すること、あるいは積極的な利用を促すことが適切な森林管理行動
だと言える。その一方で、森林の有するさまざまな機能の聞にはトレードオフの関係も存在する。つま
り、森林のある機能(たとえば木材生産)の発揮だけを促すような働きかけを行うことは、別の機能
(たとえば環境的機能)の発揮を抑制する可能性がある。そのため、現代の日本では森林の積極的な利
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用を促すことが必要ではあるものの、その利用が特定の機能の発揮のみに偏るのではなく、それぞれの
機能がバランス良く発揮される状態がより望ましいとみなした。
従来の森林管理問題研究では、社会関係はそれほど重要視されてこなかったか、あるいは重要視され
たとしても社会学的な理論や方法に基づいた調査・研究は行われなかったため、それが重要である根拠
やメカニズ、ムが学術的な方法で十分に示されては来なかった。それに対して本研究は、合理的選択理論
や取引費用経済学などの理論に基づいて社会関係の役割を明らかにしようとするもののであり、既往の
森林管理問題研究の弱点を補い、これまでにない問題解決の方策を提示しうる。また、新制度学派の考
え方によって明らかなように、社会関係は広い意味での制度、あるいはガバナンスのあり方と深く関係
している。さまざまな社会関係の複雑な組合せによって制度あるいはガバナンスが形成されている、と
考えることもできる。したがって、よりよい森林管理にとって適した社会関係を明らかにすることで、
森林管理における広い意味での制度やガバナンスのあり方にも言及した。
第 1 章森林管理行動と社会関係との関係整理
第 l 章でははじめに、アンダーユースの状況についてやや詳しく述べた。日本では古くから建築から
日用品に至るまで様々な用途で木材が使用されてきた。このため森林の有する多くの機能のなかで、と
くに木材生産の機能が長い間重視されたと考えられる。高い木材生産の機能を有する森林は針葉樹の一
斉林であり、スギやヒノキなどの一斉林が造林と育林によって古くから造成されてきた。戦前までに造
成された人工林面積は、 1951年の時点で497万 ha とされており、これは現在の人工林面積1，036万 ha の
約半分に相当する面積である。残りの半分の人工林は、戦後のわずか数十年の聞の急速な拡大造林に
よって造成された。 1950年前後から民有林において急速に拡大造林が進んだ原因としては、莫大な木材
需要を背景として政府が補助制度の充実を図るなどして造林政策を推奨したこと、農山村において余剰
労働力が豊富だ、ったこと、木材価格の高騰が森林所有者の造林意欲を煽ったこと、石油やガスなどの化
石燃料が普及して薪炭利用が急速に減少したことなどが指摘される。しかし、当時木材需給が逼迫して
いたことを背景として、政府は1961年には輸入丸太関税を全廃して外材の輸入を促した。これをきっか
けに輸入材は徐々に増加し1970年前後には国産材のシェアを超えるに至った。国産材の木材価格も 1973
年をピークに低下したため、その後は民有林における人工造林活動も低調となった。このように人工林
は1950年代から70年代にかけて大量に造成されたものの、それらの人工林は現在、あまり利用されてい
ない。戦後大量に造林された多くの人工林が伐採に適した林齢に近づきつつあり、森林の蓄積も増加し
続けているにもかかわらず、自国の木材はあまり利用されず大量の木材を外国から輸入しているのであ
る。国内の木材が利用されない状況は、拡大造林の時期に将来の収入を期待して造林を行った森林所有
者の立場からすれば、期待と利用のあり方にズレが生じている点で問題といえる。
近年の林業経済学、あるいは森林政策学分野の研究の多くは、上述のような現代日本の森林管理問題
を背景に、さまざまな意味で、森林管理問題を扱っている。しかし、本研究の間いである社会関係が森林
管理行動に与える影響の重要性に言及した研究は多くない。それを重要視した研究においても、社会学
的な理論や方法に基づいた調査・研究は行われてこなかったため、それが重要で、ある根拠やメカニズム
が学術的な方法で十分に示されてはいない。たとえば、日本の素材生産業者の性格を実証的に明らかに
しようとした赤羽・餅田 (1983) は、素材生産業における所得の契機のうち、「立木を安く購入するこ
とによって生じるうまみJ (p.55) に注目し、これが発生することの意味について、こうした素材生産
業者が資本主義社会において未成熟な段階にあると結論づけている。彼らのいう「うまみ」がなぜ発生
するのかという問題は、解明すべき主要な課題の 1 つである。しかし本論は、この「うまみ」が素材生
-250-
産業者の未成熟さを示すものであるとはみなさない。本論は、素材生産業者にとっての契約相手であり、
「うまみ」源泉である森林所有者との関係を分析することにより、「うまみ」が発生するメカニズ、ムにア
プローチするものといえる。その際、素材生産業者と森林所有者との間にある社会的不確実性あるいは
情報の非対称性に注目し、それがあるために社会関係が重要な役割を演ずることを主張した。
本研究は、社会的ネットワークという方法あるいは視点を用いる研究領域における社会関係研究に限
定してこれを参照した。具体的には、社会関係資本論、経済社会学、および合理的選択理論の3つの研
究領域をとりあげて、社会関係の役割をどのような視点から分析してきたのかを説明した。社会関係資
本論と経済社会学の先行研究を踏まえると、ネットワークとパフォーマンスとの関係は一義的なものと
いうより、達成すべきパフォーマンスの特性やアクターが置かれている状況によって異なるメカニズム
が働くと考える方が適切で、あるように思われた。しかし、これらの先行研究においては、どのようなパ
フォーマンス特性がどのようなメカニズムによって社会関係の影響を受けるのかということを統一的に
説明する理論体系は現状では確立されていないように見受けられた。
一方で、 Coleman (1990) の合理的選択理論 (Rational Choice Theory, RCT) の説明は、社会関係資
本論や経済社会学の視点からの社会関係あるいはネットワークの役割の理解と異なり、なぜある特徴を
もった社会関係、あるいはそれによって構成されるネットワークが、ある結果に対して有効に作用する
のか、ということを明快に説明している。 RCT は行為に外部性がある場合の社会関係の影響を説明し
ており、本論の対象である森林は何らかの公益的機能を有すると考えられているため、社会関係が森林
管理行動に及ぼす影響を分析する際に有効な視点であるように思われた。
森林管理、とくにそれに関わる取引をする者の聞の社会関係のあり方については、 Williamson (1975; 
1985) らが提唱した取引費用経済学 (Transaction Cost Economics, TCE) が、経済行動と社会関係あ
るいは社会的ネットワークとの関連について検討する際に参考になると考えた。 Williamson は、取引
コストは資産特殊性、頻度、および不確実性によって決まると主張する。こうした TCE の考え方に社
会的ネットワークの視点を導入すると、 TCE が扱うガバナンス構造を社会的ネットワークの方法に
よってより客観的に表現でき、そのために異なるガバナンス構造の比較も可能となる、という利点があ
り、本稿もこうした視点を導入することとした。
本研究の問いを検討する際、森林が有する多機能性または多目的性という特性、公共財およびコモン
プール財としての特性、目的の実現までにさまざまな不確実性が存在するという特性、および目的を実
現するまでに超長期を要するという 4 つの特性に注目することが重要と考えた。 1 点目の多目的性につ
いては、冒頭に述べたとおりである。さまざまな機能聞の両立が難しい場合には利害関係者どうしの調
整が必要となることもある。こうした事実は、森林の利用や管理に関する研究が、多様な利害関係者に
よるガバナンスの問題を検討する上で有益な事例であることを意味している。 2 点目の公共財性に関
わって、森林が及ぼす土砂崩壊防備や水源j函養などの環境的なサービスは、その森林の所有者でなく、
その管理に無関心な者であっても、享受することができる。この意味で森林には正の外部性があり、公
共財的な性質が備わっているとされる(熊崎 1977) 。ただし、たとえば入会林野のように、ある地域の
固定された利用者集団が非木材林産物を採取する場合、ある人の利用を排除することは困難であって
も、その人が利用したことで別の人が利用できなくなる場合がある。この場合、非競合性の条件は成り
立たない。そのような財はコモンプール財として純粋な公共財とは区別される。第 3 に、森林管理に関
わる不確実性は、社会的不確実性と自然やそれに関する知識に由来する不確実性の 2 つに分けられる。
社会的不確実性とは、「相手の意図についての情報が必要とされながら、その情報が不足している状態」
(山岸 1998 : 14) として定義される。もう一方の自然や知識に由来する不確実性には、たとえば台風や
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大雪といった自然災害による森林被害や、木材価格の変動による収益の変化など、相手の意図とは無関
係に確率的に発生するような不確実性が含まれる。 4 点目の超長期性については、たとえば造林や育林
という森林管理行動を行う場合、その行動によって将来において収益を得ることを目的としており、そ
うした目的が達成されるまでにきわめて長期間を要することを意味している。これらの 4 つの特徴故に、
森林管理行動と社会関係との関連についての研究は、社会関係研究の進展にも貢献できると考えた。
第 2 章 私有林管理行動における社会関係の役割一一素材生産業者の立場から一一
日本の木材自給率が低い原因の一つに、素材生産部門が製材工場の要求する価格条件や量と質の安定
性といった条件を満たす素材を供給できていないことがあると考えられる。このため、素材生産のコス
ト削減や素材の安定的な供給が可能になれば、国内産素材の国際競争力を高め、国内の木材の利用を促
し、木材が利用されないという森林管理上の問題が緩和される可能性が高まる。そこで、本研究は素材
生産の生産性に注目した。
素材生産業者は通常、森林所有者から立木を購入し、購入した立木を伐採して丸太を生産し、丸太を
市場や製材業者に販売する一連の事業を行っている。素材生産業者の生産性は作業システムのあり方に
よって決まり、作業システムは、どのような特質の森林を対象に、どのような内容で契約を結ぶことが
できるか、によって決まる側面が大きい。そこで、これらの取引関係をネットワークとみなし、素材生
産業者と森林所有者との聞のネットワークに議論の焦点を絞り、こうしたネットワークのあり方が日本
の森林管理に与える影響について考察することを課題とした。本研究では、素材生産業者の行動を経済
学的な考え方だけでなく社会学的な概念を用いて説明することにより、より適切な説明が可能となるこ
とを示そうと試みた。そのような問題意識は、日本の森林管理問題を経済社会学的な立場から解明しよ
うと試みるものである点で、大倉 (2006) と共通しており、大倉は問題解決のためには信頼関係と協力
関係を前提としたネットワーク再構築が重要であるという議論を展開している。しかし、大倉が対象と
したのは戦前から人工林が植栽された古くからの林業地であり、戦後造林地にはあてはまらないことに
注意が必要である。
筆者は秋田県仙北市において、素材生産業者、行政機関、森林組合、および製材工場に対するインタ
ビューによる調査を行った。調査に基づいて素材生産業者の生産性と素材生産業者と森林所有者との聞
のネットワークとの関連を検討した結果、次の点が明らかになった。 1 点目として、 E 社および F 杜
のように伐採契約の相手である森林所有者との聞に強い紐帯を持っている業者のほうが、弱い紐帯の業
者よりも労働生産性が低い、という関連を指摘できる。それは素材生産業者が森林所有者と継続的な関
係を保つという経営戦略を採用した場合、その仕事が高コストであっても引き受ける、信頼関係を構築
するために余分に費用を負担する、などの行動をとるためである。また 2 点目として、森林所有者同士
が互いに知り合いで閉鎖的なネットワークにある相手と取引を行っている業者のほうが、開放的なネッ
トワークの業者よりも労働生産性が低い、という関連も指摘できる。それは、契約相手同士で伐採の仕
事のやり方に関して情報交換が行われていると素材生産業者が想定した場合、悪い評判が流れることに
配慮して、手間のかかる情報提供や丁寧な仕事を行うことに起因していると考えられる。
相対的に弱い紐帯や開放的なネットワークをもっ素材生産業者の生産性が高いという結果について
は、取引における社会的不確実性の所在が関係すると思われた。森林の売買では、丸太の売り上げから
伐採作業のコストを差しヲ|いた分を素材生産業者と森林所有者が按分する。丸太の売り上げは丸太の体
積(材積)と単価(価格)の積である。したがって、これらの材積、価格、および作業コストの 3 要素
についてより正確な'情報を持つほど、取引参加者の社会的不確実性は低い。多くの私有林が共有林の分
つ山「ひっ山
割によって生まれた仙北市では、数 ha ほどを所有する小規模な所有者が多い。小規模な所有者は毎年
伐採契約を結ぶことは稀で、数年に l 回、あるいは数十年に 1 回しか契約を行わない。また、仙北市の
民有林のような戦後造林地では、これまでに l 度も伐採契約を結んだ経験がないという所有者も多いは
ずである。そのため、何度も契約を行ってきた素材生産業者に比べて、所有者は伐採契約を行う機会が
少なく、上記 3 要素に関する知識も少ないと思われる。とくに材積は個別の森林の成長状態によって異
なり、多くの森林所有者にとってそれを正確に知ることは容易で、はない。その一方で素材生産業者はよ
り正確な材積を推定するノウハウを有していると考えられた。
間伐よりも皆伐において森林管理問題が発生しやすいという連関に関しては、間伐と皆伐とで、将来
の契約の継続可能性についての素材生産業者の認識が異なることが関係すると思われた。つまり、単一
の林分を想定して皆伐の契約をした場合、同一の林分において伐採業者が森林所有者と次回の契約を行
うまでに、少なくとも 20~30年を要する。一方、間伐の契約を行った場合、同一の林分において次回の
契約を行うのは 5 ~lO年後である可能性が高い。したがって、皆伐の契約を行う際、素材生産業者は次
回の契約を得るために森林所有者の信頼を獲得するインセンテイブが低い状況にあると考えられる。そ
のため皆伐では、伐採後の森林管理に問題を引き起こしやすい状況にあると思われた。このように、間
伐と皆伐の聞には素材生産業者に異なるインセンテイブを与えるような構造的な違いが存在しており、
そのことが森林管理問題の発現に影響していると思われた。
第 3 章 私有林管理行動における社会関係の役割一森林所有者の立場から一
第 2 章において素材生産業者の立場から検討した、私有林管理行動において望ましい社会関係はどの
ようなものかという問題について、第 3 章では森林所有者の立場から検討した。最初に、いえ意識とむ
ら意識からみた私有林管理意識に関する研究を紹介し、理論に依拠せず探索的なモデル構築を行う研究
戦略には限界があることを指摘した。その上で、森林所有者の森林管理行動ついて、社会的不確実性に
由来する社会関係の効果について TCE の立場から、そして行動の外部性に由来する社会関係の効果に
ついて RCT の立場から理論的に示した。つづいて、 TCE に依拠して、 Hl 森林所有者と事業体との
社会関係が強いほど、契約時の不確実性が減少し、森林所有者は伐採や保育を行う傾向がある、 H2:
森林所有者同士の社会関係が多ければ、事業体についての評判が流通することで事業体に関する不確実
性が減少するため、森林所有者は伐採や保育を行う傾向がある、という 2 つの仮説を構築したO また、
RCT に依拠して、 H3 :森林所有者とその森林の公益的機能の受益者との聞の社会関係は、所有者の
〈正/負〉の外部性を有する森林管理行動(保育行動/伐採行動)を〈促す/抑制させる〉、という仮説
を構築した。
次に、秋田県と岩手県の森林組合員を対象とした郵送調査データを用い、これらの仮説の妥当性をロ
ジスティック回帰分析によって検討した。その結果、 TCE に基づく行動の仮説に関して、 Hl に述べ
る傾向は育林では認められるものの、伐採では認められないこと、 H2 に述べる傾向は育林と伐採の両
方で認められることが明らかとなった。とくに森林所有者どうしの社会関係が森林所有者の意思決定に
及ぼす影響が大きいことを示す結果といえた。その背後には、森林所有者どうしの社会関係は、事業体
についての評判を流通させ、社会的不確実性を低減させる効果をもっというメカニズムが存在すると考
えられた。とくに集団規模が小さい地域において、社会関係の影響が強く認められたため、より小さい
集団では対面のコミュニケーションが容易で、、低いコストでのモニタリングとサンクションが可能とな
り、評判の実効性が高いものと考えられた。
また、 RCT に基づく仮説に関して、全般に社会関係の影響は小さく、集落を超える比較的広い範囲
???つ山
の社会関係は保育行動と伐採行動の両方に対しτ効果が認められなかった。一方、主に集落内の比較的
狭い範囲の社会関係は保育行動に対してそれを促す効果は認められなかったものの、伐採行動に対して
はそれを抑制する効果が認められた。 H3で述べる傾向が部分的には認められたといえる。具体的には、
森林所有者が伐採を行う際には、伐採後に土砂が流出して近所で、利用する水が濁る、土砂流出により斜
面が小規模に崩壊するなどといった影響を配慮して、伐採を抑制する場合があると推察された。また、
この分析では伐採の有無と参加基礎集団数および森林組合相談の有無の交互作用が認められた。この点
については、参加基礎集団数が少ない人が森林組合の働きかけを受けると伐採が持つ負の外部効果への
意識を弱めるような傾向がある、と解釈することができた。
第 4 章共有林管理行動における社会関係の役割
第 4 章では、共有林管理にとって利益的な部外者管理を実現するために有効なのはいかなる社会関係
かという課題を検討した。過疎化・高齢化の進む現代日本の共有林においては、従来の集落内の利用者
のみならず、部外者による利用を促してそこから利益を得ることが重要と考えられたためである。コモ
ンズ管理の条件あるいは集合行為成立の条件といった文脈で、北米の研究者を中心として共有林管理の
成否の条件を明らかにしようと試みた先行研究は多い。そこで本研究も欧米のコモンズ研究を参考に、
集団の構成員の規模や異質性と共有林管理の成否との関連に焦点を当てることにした。とくに、構成員
の異質性がコモンズ管理の成否に及ぼす影響については、先行研究においても諸説が明らかにされてお
り、論争的だと見受けられた。
研究方法として、部外者による利用を認めつつコモンズ管理を成功させるという問題についての先行
研究は少ないため、探索的なアプローチを用いることとした。具体的には、福島県只見町の 8 集落が保
有し主に山菜・きのこ利用に供される共有林を調査対象として、聞き取り調査と資料収集に基づいて探
索的に上記課題の解明を試みた。なお、問題を理解するために必要と考えて、只見町を中心とした山菜・
キノコの流通や利用と、集落での共有林利用の経緯についてもやや詳しく説明した。
分析の結果、利益的な部外者入山管理に成功している集落では、構成員が同質的で、集落の集まりへ
の参加率が高く、かつ集落活性化活動が活発に行われていることが明らかとなった。集落活性化活動が
行われるためには、少なくとも一定数以上の住民が集落の活動に対して強くコミットすることが必要と
考えられ、したがってそうした活動が行われていることは集落内の社会関係(あるいは紐帯)が強いこ
とを反映していると考えることができる。部外者入山による利益獲得のためには、入山料徴収のための
人員の雇用や入山料徴収を知らせる看板や案内の設置など、一定の人的あるいは金銭的な資源の投資が
必要である。そうした資源調達のために、一定の強い紐帯が利用されているものと推察された。そのほ
かに、部外者の入山に積極的な集落のいくつかでは、外部の資源や人材との結びつきが重要な役割を果
たしていることが明らかとなった。つまり、集落外の有益な資源や人材との結びつきをもっ少数のキー
パーソンの存在が利益的な部外者入山管理において重要な役割を有するものと考えられた。
第 5 章社会関係と森林管理行動との関連
第 5 章では、はじめに、第 2 章~第 4 章の実証研究から得られた結果をとりまとめ、社会関係と森林
管理行動との一般的な関連について考察した。そのなかで、森林管理行動の機能に非排除性が伴うとき、
閉鎖的な社会関係または強い紐帯がその行動を促進または抑制する効果があることを指摘した。した
がって、強い紐帯や閉鎖的な社会関係の影響は、当該森林管理行動がどのような外部性を有しているの
か、そしてその外部性を被るのはどのような人々かということと関連が深いものと考えられた。
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本研究の森林管理問題研究への貢献の 1 っとして、森林が発揮する機能によって社会関係の影響が異
なることを明らかにした。つまり、森林が発揮する機能に応じて適切な社会関係のあり方が異なり、と
くに正または負の外部性を有するような非排除的な機能の発揮が問題となっている場合には、強い/閉
じた社会関係の影響が大きいことを指摘できた。具体的に言えば、素材生産業者が伐採を行うときに、
契約相手との聞の社会関係が弱い場合には環境に対する負荷が高い可能性のある伐採方法を採用する傾
向がある一方で、強い社会関係のある契約相手の場合にはそうした伐採方法を採用しない傾向があっ
た。また、森林所有者が伐採を行う場合にも、同一集落内などの近い(強い)社会関係の存在は、そう
した関係のある他者への負の影響に配慮して伐採を思いとどまる効果がある一方で、地理的により遠い
場所の人々との聞の、おそらくは弱い社会関係の存在にはそうした効果は認められないこと会どが明ら
かとなった。また、本研究は、私有林管理に関与する素材生産業者と森林所有者、および共有林管理の
主体である共有林利用者をとりあげ、発揮されるべき森林の機能に適した社会関係のあり方を考察して
きた。こうした研究対象をさらに多様な森林の利用者や関係者にまで広げることによって、必要な森林
の機能発揮に適した多者間の社会関係、さらには森林に関わる望ましい制度やガバナンスのあり方の解
明につながるものと考えられた。
本研究の社会関係研究への貢献に関して、第1章に述べたように、森林の有する多機能性、公共財性、
不確実性、超長期性という特徴は、森林管理行動と社会関係との関連についての研究を、社会関係研究
の進展に貢献しうるものにする可能性があると考えられた。これらのうち多機能性に関わっては、森林
がもっ機能が異なれば、その機能を発揮するときに付随する非排除性、社会的不確実性、および自然由
来の不確実性の程度が異なり、それゆえに社会関係の影響のしかたも異なるということを検討してき
た。公共財性に関わっては、なかでも非排除性という特性が社会関係と密接に関連していることが本研
究において実証的に示された。この点は RCT の枠組みではすでに指摘されていたものの (Coleman
1990) 、そうした理論や主張を実証的に裏付けた点に本研究の意味があったといえる。不確実性に関わっ
ては、不確実性と社会関係との関連を検討する際に、社会的不確実性と自然由来の不確実性を区別して
研究することの重要性を指摘できる。また、本研究では、社会的不確実性のある状況での意思決定に関
して、 TCE の枠組みを用いて社会関係の役割を検討したことにより、社会的不確実性下で社会関係が
機能するメカニズムを明らかにすることができた。こうした考え方に基づいた実証研究はこれまでは少
なく、こうした考え方の有効性を明らかにした意味もあった。超長期性に関わっては、第2章において、
森林の成長に伴って森林管理のために必要な人的資源や金銭的資源が変化していき、それによって好ま
しい社会関係も変化すること、第4章の共有林利用において、 1960年代以降の共有林の主要な利用形態
が、採草利用と薪炭利用を目的とした入会的利用、ゼンマイを中心とした山菜利用、そして山菜・キノ
コおよび山歩きを目的とした部外者による利用へと大きく変化したことを示した。このように森林の状
態そのものと森林に対する人々の需要は長期的に変化しており、そうした変化に応じて適切な社会関係
のあり方も変化してきたと考えられた。
論文審査結果の要旨
本研究の問いは、森林管理行動が適切に行われるために、それに関与する主体が有する社会関係がい
かなるものかを明らかにすることである。この間いは「私有林管理における主要意思決定者である森林
所有者と林業事業体とのいかなる社会関係が適切な私有林管理のために必要なのか」という問いと「共
? ??っ“
有林管理にとって利益的な部外者管理を実現するために有効なのはいかなる社会関係かJ という問いに
具体化される。
序章でこれらの聞いを設定した後、第 1 章では森林管理行動に関する既存研究の問題点、とりわけ森
林管理に関わる行為者間の社会関係を等閑視してきた点を指摘し、社会関係に着目することにより詳細
な分析が可能になることを示した。また社会関係を分析するための理論として社会関係資本論、経済社
会学、取引費用経済学、合理的選択理論の丹念な検討を行った。そして上述の問いを検討する際、森林
が有する多機能性または多目的性という特性、公共財およびコモンプール財としての特性、目的の実現
までにさまざまな不確実性が存在するという特性、および目的を実現するまでに超長期を要するという
4 つの特性に注目することが重要であることを指摘した。
第 2 章では、素材生産業者の立場から、森林所有者といかなる社会関係を形成しているのか、その社
会関係が労働生産性にどのような影響を及ぼしているのか検討した。秋田県仙北市における素材生産業
者、行政機関、森林組合、製材工場に対するインタビュー調査を通じて、( 1 )伐採契約の相手である
森林所有者との聞に強い紐帯を持っている素材生産業者の方が弱い紐帯を持っている業者よりも労働生
産性が低い、(2 )森林所有者同士が互いに知り合いで閉鎖的なネットワークにある相手と取引を行っ
ている素材生産業者の方が開放的なネットワークにある相手と取引を行っている業者よりも労働生産性
が低い、という興味深い知見を引き出した。さらに、上述した理論に依拠して、評判と社会的不確実性
がこれらの知見に関係することを示した。
第 3 章では、森林所有者の立場から問題を検討した。秋田県と岩手県の森林組合員を対象とした郵送
調査を行い、そのデータを統計的に分析した。その結果、「森林所有者同士の社会関係が多ければ、林
業事業体についての評判が流通することで林業事業体に関する不確実性が減少するため、森林所有者は
伐採や保育を行う傾向がある」等の知見を得た。特に、集団規模が小さい地域において社会関係の影響
が強く認められたため、より小さい集団では対面のコミュニケーションが容易で、低いコストでのモニ
タリングとサンクションが可能となり、評判の実効性が高くなるという含意を得た。
第 4 章では、部外者を活用する共有林管理行動における社会関係の役割を検討した。福島県只見町 8
集落が保有し山菜・きのこ利用に供される共有林を対象として、聞き取り調査と資料分析を行った。そ
の結果、利益的な部外者入山管理に成功している集落では、構成員が同質的で、集落の集まりへの参加
率が高く、かっ集落活性化活動が活発に行われていることを明らかにした。さらに、部外者の入山に積
極的な集落のいくつかでは、外部の資源や人材との結びつきが重要な役割を果たしていることも明らか
にした。
最終章の第 5 章では、第 2 章から第 4 章までの知見をとりまとめ、社会関係と森林管理行動との一般
的な関連について考察した。とりわけ重要なのは、「正または負の外部性を有するような非排除的な森林
の機能の発揮が問題となる場合には、強い、そして閉じた社会関係の影響が大きい」という知見である。
本論文は、社会問題にもなっている森林の適切な管理行動について理論的にも実証的にも重要な知見
を提示したものであり、斯学の発展に寄与すること大である。よって、本論文の提出者は博士(文学)
の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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